
様式第一号

法人名　　　　　医療法人社団鎮誠会　　　　　　　　　　　

所在地　　　　　千葉県東金市東岩崎二丁目26番14　　　　　

（単位：千円）

 １ 有 形 固 定 資 産

 ２ 無 形 固 定 資 産

その他の無形固定資産

 ３ そ の 他 の 資 産

　　 ○ ○ 積 立 金

貸 借 対 照 表

（令和5年12月31日現在）

資　産　の　部 負　債　の　部

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額

事 業 未 収 金 896,094

Ⅰ　流　動　資　産 2,315,878 Ⅰ　流　動　負　債 864,970

現 金 及 び 預 金 1,371,543 買 掛 金 35,643

預 り 金 35,549

た な 卸 資 産 31,893 未 払 金 132,572

未 払 費 用 148,552

1年内返済長期借入金 479,580

貸 倒 引 当 金 △5,466

その他の流動資産 21,814

医 療 用 器 械 備 品 3,217

そ の 他 の 流 動 負 債 10,851

5,307,417

未 払 法 人 税 等

16,120建 物 3,651,530 賞 与 引 当 金

未 払 消 費 税 等 5,342

Ⅱ　固　定　資　産 5,456,699 760

構 築 物 122,457

長 期 借 入 金 5,832,912

電 話 加 入 権 601

その他の器械備品 98,535 Ⅱ　固　定　負　債 5,922,266

車 両 14,158

負　債　合　計 6,787,236ソ フ ト ウ ェ ア 3,485

純 資 産 の 部

退 職 給 付 引 当 金 89,354

4,476

土 地 1,417,519

長 期 貸 付 金 12,150

-                   

390

科　　　目 金　　　額144,806

Ⅰ　出　　資　　金 19,585

積 立 金

資　産　合　計 7,772,577 負債・純資産合計 7,772,577

敷 金 110,411

その他の固定資産 4,862

長 期 前 払 費 用 650

965,756

保 証 金 5,363

繰 越 利 益 積 立 金ゴ ル フ 会 員 権 11,370

純 資 産 合 計 985,341

Ⅱ　積　　立　　金 965,756



様式第二号

法人名　　　　　医療法人社団鎮誠会　　　　　　　　　　　

所在地　　　　　千葉県東金市東岩崎二丁目26番14　　　　　

（単位：千円）

Ⅰ　事　業　損　益

Ａ　本来業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

(１)事　　業　　費

(２)本　　部　　費

Ｂ　附帯業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

Ｃ　収益業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

Ⅱ　事 業 外 収 益

Ⅲ　事 業 外 費 用

Ⅳ　特　別　利　益

Ⅴ　特　別　損　失

損 益 計 算 書

（自　令和5年1月1日　　至　令和5年12月31日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　額

5,932,103

5,019,645

539,407 5,559,052

本来業務事業損失 373,051

321,431

318,260

事 業 利 益 376,222

附帯業務事業利益 3,171

-                   

-                   

収益業務事業利益 -                   

その他の事業外費用 -                   34,513

受 取 利 息 11

その他の事業外収益 -                   11

支 払 利 息 34,513

固 定 資 産 売 却 損 0

経 常 利 益 341,721

固 定 資 産 売 却 益 -                   

その他の特別利益 -                   -                   

その他の特別損失 -                   0

税 引 前 当 期 純 利 益 341,721

当 期 純 利 益 340,961

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 760



重要な会計方針等の記載及び貸借対照表等に関する注記 
 

1. 資産の評価基準及び評価方法 

(1) たな卸資産 

最終仕入原価法 

 

2. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。但し、平成10年4月以降に取得した建物、平成28年4月以降に取得

した附属設備・構築物については、定額法を採用しております。 

(2) 無形固定資産 

定額法によっております。 

 

3. 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について法人税法における貸倒引当金の繰

入限度額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当会計年度に負担すべき

額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

職員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務を簡便法(退職給付に係る

期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法)により計算し、計上しております。 

 

4. 消費税及び地方消費税の会計処理の方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込経理によっております。 

 

5. 賃貸借処理をしたファイナンス・リース取引 

科目 リース料総額（千円） 未経過リース料（千円） 

医療用器械備品 297,227 110,727 

その他の器械備品 1,029,331 337,492 

車両 201,924 73,965 

ソフトウェア 39,258 10,108 

合計 1,567,740 532,292 

 

6. 担保に供されている資産に関する事項 

【担保に供している資産】 

科目 金額（千円） 

土地 1,416,989 

建物 3,488,805 

合計 4,905,794 

 

【担保に係る債務】 

科目 金額（千円） 

1年内返済長期借入金 330,290 

長期借入金 5,354,585 

合計 5,684,875 

 

7． 法第５１条第１項に規定する関係事業者に関する事項 

     関係事業者との取引の状況に関する報告書通り 
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